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本調査事業の背景及び⽬的

背景及び⽬的 業務内容

 COVID-19を含めSCリスクが多様化し、複雑性・不安定が増す中
で、SC強靭化の必要性の認識が⾼まりを⾒せている。強靭なSC
構築にはデジタル技術の活⽤が不可⽋となり、SC上流・下流も
巻き込んだデータ連携型のSCM実現が求められている

 データ連携型SCMを実現するには、我が国企業と強い経済関係
を有するインド太平洋諸国を巻き込み、SCデータ共有のエコ
システムを構築しつつ、SC強靭化という共通⽬的を具体化する
ための仕組みの整備が必要となる

 上記のため、企業におけるデータ共有の実態と課題を調査しつつ、
SCデータ共有のユースケースを整理し、データ標準やモデル契約・
の素案作成を進める。また地域⼤でSC強靭化を進めるため、広く
受容されるSC強靭化原則の素案作成を進める

(1) データ標準・モデル契約案
• データ共有のユースケース整理・ニーズ調査
• 優先ユースケースにおける標準案の策定
• ガバナンス・ルール案の策定

(2) 強靭化原則案
• SC強靭化原則案のドラフト作成
• 受容に向けた主要項⽬ (チェックリスト) の具体化
• 強靭化⽔準の初期サーベイ実施

(3) 上記検討に向けて研究会の⽴ち上げ・開催
• 有識者研究会の企画・⽴ち上げ・運営⽀援
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報告の要旨 (1/5)
第1部: データ共有の必要性

• サプライチェーンを取り巻く事業環境は、近年⼤きく変動している。特に①グローバル経済の⼤規模な変動、②消費者・
顧客の多様化と産業の構造変化、③サプライチェーンリスクの⾼まり、④新たな社会価値の台頭によってサプライチェーン
全体の複雑化・不安定化が増している

• 複雑化・不安定化するサプライチェーンに対応するためには、バリューチェーン全体の変化を捕捉し、その影響を評価し
対応する能⼒が求められ、サプライチェーンに関するインテリジェンスを向上するための可視化が不可⽋となる

• 企業において、これまでは⾃社と直接の取引先 (1次サプライヤ) に閉じたサプライチェーン管理が中⼼だったが、今後は
取引先の取引先を含めた、上流・下流との可視化・連携を進め、データドリブンでサプライチェーン管理・意思決定を⾏う
ことが、リスク低減・競争⼒維持の観点から求められる

• 例えば、サプライチェーンが⾒えないことによって、コンプライアンス問題やサプライチェーン途絶等リスク対応が遅れ、甚⼤な
損失を発⽣させたケースは数多く存在している。またサプライチェーン可視化は、サプライチェーンのリスク低減に加え、
サプライチェーンのパフォーマンス向上にも寄与する。例えば、在庫や機会損失ロスを改善するだけでサプライチェーンコスト
は最⼤で7~20%も向上する
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報告の要旨 (2/5)
第1部: データ共有の必要性 (続き)

• ⽇本の⾃動⾞・電機産業等では、系列や特定サプライヤと密に連携し、ビジネスの効率的な運⽤・すり合わせによる
優位性を確⽴し、競争⼒の源泉としてきた。しかし、産業構造の変化やグローバル化等により、取引先の再編が進み、
セットメーカー・サプライヤともに、系列外プレーヤーとの取引拡⼤が必要な局⾯に⼊ってきている
– 国内市場の縮⼩により、海外市場への進出・拡⼤
– 産業構造変化により、取引先の変化
– サプライチェーンリスクを受けた複線化の進展

• 結果として、⾃社のガバナンスが効かない相⼿との取引が増える中、サプライチェーン上流・下流の可視化の重要性は
⼀層⾼くなる。可視化が遅れている物流等の領域では、SIP等可視化の取組みも始まるが、まだ⼗分に浸透していない

• 従来から、系列を持たなかった欧州等においては、企業間取引を円滑化するため、データや規格の標準化が進められて
きた経緯がある。特に直近では、IDS、GAIA-X等、複数の標準化取組をつなぎ合わせる形で、より包括的な企業間
連携を実現しようとしている

• 欧州における規格化・標準化が進む中で、⽇本企業にとっても⾃社の優位性を維持しつつ、サプライチェーンの強靭化・
効率化を進めるために、企業間の連携・データ共有の検討が求められるようになっている

• 企業におけるデータ連携・共有は、ユースケース、データ共有モデル、2つの⽅向性で検討することが求められる
– ユースケース: まず優先度の⾼い課題対応や⾃社業務最適化を実現しつつ、SC全体最適化への展開
– データ共有モデル: 個社間での共有から、不特定多数のプレーヤー間のデータ共有への展開
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報告の要旨 (3/5)
第2部: データ共有におけるユースケース
• ⽇系主要企業へのヒアリングから、データ共有には⼤きく4つのテーマ、①サプライチェーンの強靭化、②サステナブル
サプライチェーン、③サプライチェーンの効率化、④エンジニアリングチェーンの連携と、それに紐づく27のユースケースが特定
された

• その中でも特に、喫緊性が⾼く、企業横断的なテーマとして、サプライヤ構造の可視化 、カーボンフットプリントの可視化、
⼈権・環境対応の可視化ニーズが⾼まっている
– サプライヤ構造の可視化に関して、Covid等によるサプライヤリスクが⾼まる中で、1次サプライヤだけでなく、2次
サプライヤ以降でボトルネック・リスクが顕在化し、より上流まで遡ったサプライヤ構造の可視化が求められている

– カーボンフットプリントの可視化に関して、市場・顧客からの脱炭素の要望・ニーズが⾼まる中、⾃社外 (Scope3) 
含む、サプライチェーンE2Eのカーボン排出量の可視化が求められている

– ⼈権・環境対応の可視化に関して、環境・コンプラに対する法規制・レギュレーションが年々厳しさを増す中、複数国
の最新の規制状況や、2次以降のサプライヤを含む規制遵守状況の可視化が求められている

• 上記に加え、ヒアリングでは、⼀層の強靭性と効率性の実現に向けて、より企業固有性の⾼い領域におけるデータ連携
(特にSC計画、在庫・モノの流れ 等) も、中⻑期的には検討するとの意⾒も聴取された
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報告の要旨 (4/5)
第3部: データ共有におけるガバナンス・ルール
• 複数ステークホルダー間でのデータ共有・利⽤を円滑に⾏うためには、体系的なデータ共有のガバナンス・ルールの構築が
必要となる

• データ連携のユースケース整備を進めるInternational Data Space Association (IDSA)では、利⽤原則・ポリシー、
実運⽤のルール、法務上の契約、と複数階層でガバナンス・ルールを定義している
– 利⽤原則・ポリシーでは、共通の利⽤原則及び、ユースケース別の利⽤ポリシーの項⽬が定義され、ガバナンスの
⼤きな考え⽅・指針が⽰されている (IDS-Reference Architecture Model)

– 実運⽤におけるルールでは、Functional Agreement、Technical agreement、Operational agreement、Legal 
agreementとして、企業間合意のためのフレームワークが⽰されている (IDSA Rule book)

– 法務上の契約では、法務合意においてフレームワークの活⽤を推奨し、関連する外部テンプレートが紹介されている
(SITRA Rulebook for a fair data economy等)

• 但し、IDSAの検討は欧州における産業振興の観点で進められていることから、今後⽇本やアジア⼤でのデータ共有の
ルール・ガイドライン検討を進める場合には、IDSA・GAIA-X等国際的に先進する枠組みに対して相互性を考慮しつつ、
産業政策や⼀部業界・地域特性を踏まえたカスタマイズを検討することが求められる
– 個⼈情報の取り扱い・保護に関連する法規制の反映
– 産業構造やプレーヤーエコシステムを踏まえたガバナンス組織や役割の定義
– データ・ITのマチュリティ・成熟度に基づく、⽀援・サポート内容の設計
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報告の要旨 (5/5)
第4部: データ共有の実現に向けてやるべきこと
• データ共有の実現に向けて、⺠間・企業のみの推進には限界があり、政府や業界団体からの⽀援が求められる

– 現状では上流のサプライヤデータ取得に苦戦するケースが多い。特に、海外にサプライヤの場合その傾向が強くなる
– またサプライヤが中⼩企業の場合に、デジタル基盤や⼈材が⽋如していることも多く、データ取得・可視化が進まない
要因となっている

• データ共有は、⼀義的には企業の取組みとなるが、企業単独で取組みが難しい領域については、業界団体や政府が
インフラ・ルール整備を進め、企業のサプライチェーン強靭化・競争⼒強化に向けたデータ活⽤を加速化する
具体的には、以下取組みを推進する
– 企業間データ共有に向けたユースケース創出の加速化
– データ共有の標準化の推進
– データ共有のインフラ・基盤及び、ガイドライン・ルールの整備

• 上記実現に向けて、企業が主体となってユースケース実証を複数回しつつ、連動した形で政府・業界団体が全体を
横串で管理し、基盤・ルール整備を進める。更に地域⼤での拡⼤・連携も⾒据え、⽇豪印の政策関係者との協議を
進め、アジア域内におけるサプライチェーン強靭化に向けた原則案の精緻化を進める
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運⽤ルールに関して、International Data Spaceの定義項⽬を踏まえ整理した
参考) ユースケースにおける運⽤ルールの項⽬

1. SECRECY: データの閲覧・公開範囲
• 機密データは、承認されていない、クリアランスを持たないノードに
転送してはならない

6. SEPARATION OF DUTY: 掌握分散
• 競合する事業者からの2つのデータセットは、同じサービスやノードに
よって、閲覧、利⽤されてはいけない

2. INTEGRITY: データの編集権限
• 重要なデータは信頼できないノードによって変更されてはならない

4. ANONYMIZATION BY AGGREGATION: データの匿名化(統合)
• 個⼈情報や機密データは、集計され、匿名化された形でのみ利⽤
される

3. Time to live:データ保持期限・回数
• ⼀定期間経過後、もしくは⼀定回数利⽤された後に、ストレージか
らデータを削除する

5. ANONYMIZATION BY DATA SUBST. : データの匿名化(置換)
• 個⼈情報や機密データは、置換され、匿名化された形でのみ利⽤
される

7. USAGE SCOPE: 利⽤⽬的・スコープ
• データは指定された範囲内でのみ利⽤でき、外部のエンドポイントに
送信されてはならない

ユースケース調査のアウトライン

Source: IDS-Reference-Architecture-Model-3.0, Expert Interview
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業界に関して、SC複雑性が⾼く、全体ガバナンス・マネージの難しい電気・機械等で初期的
な成功事例を作ることを念頭に、調査・検討を実施した
参考) 対象業界の考え⽅

⾃動⾞ 電機・機械 製薬・化学 ⼩売・物流

SCの
複雑性

⾼
• SCネットワークに関して、サプライ
ヤ階層が深く、関係プレーヤーも
多岐にわたり複雑

• エンドマーケットとの距離が近く、
需要変動が⼤きい

• SKU数、納期LTは中程度

⾼
• SCネットワークに関して、サプライ
ヤ階層が深く、関係プレーヤーが
多岐にわかり複雑

• エンドマーケットとの距離が近く、
需要変動が⼤きい

• SKU数が多く、納期LTタイムも
短い

中-低
• SCネットワークに関して、⽯油
化学は⽐較的、サプライヤ数も
少なく複雑性は低い。製薬・スペ
シャリティケミカルは、SC下流を
中⼼に⽯油化学よりNWが複雑

• B2B取引が多く、必需品として
⽐較的安定した需要

• SKU数は多いが、納期LTは
⽐較的⻑い

中
• SCネットワークに関して、
サプライヤが調達・仕⼊れ先が
中⼼で、スコープ・階層は限定的

• エンドマーケットとの距離が近く、
需要変動が⼤きい

• SKU数は多く、LTも年々短くなる
傾向

ガバナンス・
コントロールの
難しさ

低
• OEMによるサプライヤ・販売店の
統制・グリップが強く、トヨタ等
主要プレーヤー主導での業界
横断テーマへの取組み・連携が
進む

⾼
• サプライヤに対する統制・城下町
モデルが少なく、個社別の取組み
が中⼼となり、業界全体を巻き
こんだ動きがしづらい

⾼
• 特に有⼒サプライヤに対して、
データ開⽰要求・取得する
ハードルが⾼く、統制が効きづらい

低
• 主要⼩売2社 (イオン・セブン&i)
による調達先の統制・グリップが
強く、主要プレーヤー主導での
業界横断テーマへの取組み・
連携が進む

ユースケース調査のアウトライン

Source: Expert Interviews; ボストン コンサルティング グループ分析
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参考) インタビュー・サーベイ概要と実施数

実施社数実施概要

⾃動⾞ 電機・半導体機械

その他
(製薬・化学・
団体 等)

インタビュー • SC複雑性の⾼い電機産業を中⼼
に、SCエクセレンスが認知されている
⽇系主要企業を対象

• データ共有のユースケースニーズと、
ユースケース内容を中⼼に、
インタビュー・ヒアリングを実施

1社 4社2社 4社

サーベイ • より広範の業界 (医薬品や化学を
含む) の⽇系主要企業を対象

• サプライチェーンの強靭化状況、
リスク認識、今後の対応⽅向性に
関して、サーベイによる調査を実施

6社
(27社依頼)

10社
(25社依頼)

7社
(19社依頼)

6社
(36社依頼)

Note: 企業・団体によっては複数回インタビューを実施

ユースケース調査のアウトライン
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各テーマに紐づき、計27つの個別ユースケースシナリオが確認された
ユースケース全体像
テーマ データ共有のシナリオ
サプライチェーン
の強靭化

① SC構造 1 サプライヤ構造の可視化による部材ボトルネックの把握・複線化
2 調達先における製品のディスコン・仕様変更情報の把握による早期の代替品検討
3 ⽣産構造の可視化による⽣産冗⻑性の担保
4 倉庫・ストックポイントの可視化による適切な配送NWの設定

② リスク予兆 5 サプライヤ部材供給遅延の可視化による代替調達の切替
6 災害によるサプライチェーン断絶の可視化による早期対応
7 地政学イベントのサプライチェーン影響の可視化による早期対応

③ SCパフォーマンス・
断絶状況

8 ⾃社・外部製造委託先の⽣産・稼働の可視化・モニタリングによる停⽌の早期発⾒・復旧
9 輸送状況の可視化モニタリングによる遅延の早期発⾒
10 電⼒・ガスの需要・供給状況の可視化によるエネルギーミックスの最適化

サステナブル
サプライチェーン

④ 規制対応状況 11 E2Eでのカーボンフットプリントの可視化による排出量削減
12 環境対応及び、⼈権・コンプライアンス対応の可視化トレーサビリティによる規制遵守の徹底

サプライチェーン
の効率化

⑤ SC計画 13 企業間のSC計画・実績データ連携による、SC計画・業務の最適化
⑥ モノの流れ 14 輸送 (海上陸路) のロケーション可視化による配送計画の最適化

15 製造拠点 (⼯程内⼯場倉庫) 在庫の可視化による在庫量配置の最適化
16 販売・倉庫在庫の可視化による在庫量配置の最適化
17 販売後の機器利⽤状況のモニタリングによる適時の保守サービス提供

⑦ カネの流れ 18 受発注トランザクションデータの連携による業務効率化
⑧ キャパシティ 19 機器アセットのモニタリング可視化故障予知によるダウンタイムの削減

20 ⼈員キャパシティの可視化モニタリングによるリソース配置の最適化
エンジニアリング
チェーンの連携

⑨ 設計・R&Dデータ 21 3Dプリンティングデータ共有による設計の⾼度化
22 研究データ共有による共同開発の推進
23 設計技術データの連携による設計の⾼度化

⑩ ⼯場・ライン情報 24 デジタルツインシミュレーションによる⼯程設計の最適化
25 ライン構造や設計〜量産プロセスの連携による⼯程設計の最適化
26 MES情報連携による納期回答のリアルタイム化
27 品質データ連携による製造品質QCDの改善
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参考）企業ヒアリングにおけるユースケースニーズサマリ
テーマ データ共有のシナリオ 機械A社 電機B社 電機C社 電気D社 半導体E社⾃動⾞F社 機械G社
サプライチェーン
の強靭化

① SC構造 1 サプライヤ構造の可視化による部材ボトルネックの把握・複線化 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
2 調達先における製品ディスコン・仕様変更情報の把握による代替品検討 〇 〇
3 ⽣産構造の可視化による⽣産冗⻑性の担保
4 倉庫・ストックポイントの可視化による適切な配送NWの設定 △ △

② リスク予兆 5 サプライヤ部材供給遅延の可視化による代替調達の切替 〇 〇
6 災害によるサプライチェーン断絶の可視化による早期対応 △ 〇 〇 〇
7 地政学イベントのサプライチェーン影響の可視化による早期対応 △ 〇 〇 〇

③ SCパフォー
マンス

8 ⾃社・外部製造委託の⽣産・稼働の可視化・モニタリングによる停⽌の発⾒
9 輸送状況の可視化モニタリングによる遅延の早期発⾒ △ △ 〇
10 電⼒・ガスの需要・供給状況の可視化によるエネルギーミックスの最適化 △

サステナブル
サプライチェーン

④ 規制対応
状況

11 E2Eでのカーボンフットプリントの可視化による排出量削減 △ 〇 △ 〇 〇 〇 〇
12 環境対応及び、⼈権・コンプラの可視化トレーサビリティ・規制遵守の徹底 〇 〇 〇 〇 〇 〇

サプライチェーン
の効率化

⑤ SC計画 13 企業間のSC計画・実績データ連携による、SC計画・業務の最適化 △ 〇 △
⑥ モノの流れ 14 輸送 (海上陸路) のロケーション可視化による配送計画の最適化

15 製造拠点 (⼯程内⼯場倉庫) 在庫の可視化による在庫量配置の最適化 △ △
16 販売・倉庫在庫の可視化による在庫量配置の最適化 △ △ △
17 販売後の機器利⽤状況のモニタリングによる適時の保守サービス提供

⑦ カネの流れ 18 受発注トランザクションデータの連携による業務効率化 △
⑧ キャパシ
ティ

19 機器アセットのモニタリング可視化故障予知によるダウンタイムの削減 △ △
20 ⼈員キャパシティの可視化モニタリングによるリソース配置の最適化 △ △ △

エンジニアリング
チェーンの連携

⑨ 設計
R&D
データ

21 3Dプリンティングデータ共有による設計の⾼度化
22 研究データ共有による共同開発の推進
23 設計技術データの連携による設計の⾼度化

⑩ ⼯場・
ライン情報

24 デジタルツインシミュレーションによる⼯程設計の最適化 △
25 ライン構造や設計〜量産プロセスの連携による⼯程設計の最適化 △
26 MES情報連携による納期回答のリアルタイム化
27 品質データ連携による製造品質QCDの改善

凡例:

〇: 業界横断ニーズ有 AND 改善インパクト⼤
△: 業界横断ニーズ有 OR 改善インパクト⼤

Source: 有識者・専⾨家インタビュー; ボストン コンサルティング グループ分析
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サプライチェーン保有・活動主体となる企業視点で、強靭化原則の実現・実⾏に向けた
チェックリストを定義し、今後深掘する
強靭化原則におけるチェック項⽬ (1/3)

SC構造・ボトルネックの
把握

• サプライヤ構造に関して、2次以降のサプライヤを含めて、主要なサプライヤが把握されている
• 配送ネットワークに関して、⾃社の主要な調達・完成品の配送ルートが把握されている
• 在庫・ストックポイントのネットワークに関して、地域・拠点別の主要な倉庫ロケーションと在庫状況が把握されている
• ⾃社のサプライチェーン構造を踏まえ、調達上のチョークポイント・ボトルネックが可視化されている
• ⾃社のサプライチェーン構造を踏まえ、配送上のチョークポイント・ボトルネックが可視化されている

リスク予兆・状況の把握 • ⾃社サプライチェーンに影響を及ぼす主要なリスク要因と、リスク別の影響範囲・⼤きさが把握されている
• 各リスク要因に対して、関連する予兆・実績データが特定・整理されている
• データに基づき、リスクのモニタリングプロセスが整備されている
• 各リスクごとに、リスク発⽣時の対応・BCPが策定されている

データ可視化・共有の
促進

• 主要なサプライチェーンデータ (取引情報、⾃社⽣産・調達データ 等) に関して、データがデジタル化され、すぐ共有・活⽤できる状況となっている
• 主要なサプライチェーンデータに関して、データが標準化され、データの統合・加⼯・共有がが容易にできる状態となっている
• 主要なサプライチェーンデータに関して、外部データ連携を⾏うための、ツール・基盤が導⼊されている

透明性 (Transparency)
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サプライチェーン保有・活動主体となる企業視点で、強靭化原則の実現・実⾏に向けた
チェックリストを定義し、今後深掘する
強靭化原則におけるチェック項⽬ (2/3)

多様性・開放性・予測可能性 (Diversity, Openness, and Predictability)

サプライヤの
多様化・複線化

貿易・物流状況の把握

信頼性 (Trustworthy)

規格・ルールへの対応

社内ガバナンス整備

セキュリティ (Security)

• ⾃社サプライヤに関して、シングルソース含む、リスク評価が実施され、⾼リスクサプライヤが特定されている
• リスクが⾼いサプライヤ・重要な調達品に関して、サプライヤ管理の強化や、複線化等の対応がとられている
• サプライヤからの供給停⽌に備えて、重点調達品に関して、おおよそ代替サプライヤが定義されている
• 毎年継続的に新規サプライヤの探索を実施し、サプライヤ調達先の多様化を進めている
• 既存サプライヤとのデータ・業務の連携を含む関係性強化を進め、重要部材の確保に努めている
• 各国の通関・港湾情報に関して、リアルタイムもしくは頻繁に状況を取得・把握できている
• 各国の貿易関連の規制・関税情報に関して、リアルタイムもしくは頻繁に情報を取得し、変更発⽣時にすぐに対応できる
• 調達・完成品の配送状況に関して、港湾・通関含むE2Eで位置情報がトラッキングされ、遅延時にすぐに気づけるようになっている

• サプライチェーンを遡って情報の出⾃をトラッキングできる、トレーサビリティが確保されている
• 各情報に関して、登録におけう監査・データバリデーションがされている

• 国際的なデータ・セキュリティ基準・認証 (ISO27001 等) に沿って、⾃社のデータ・インフラが管理・統制されている

• 主要なサプライチェーンデータに関して、社内の管理責任者・所管が定義されている
• 主要なサプライチェーンデータに関して、データ不備を防ぐために、全社的な⼊⼒ルール、運⽤ルールが定義されている
• セキュリティ違反を検知するためのプロセス、システム的な機能が構築され、違反が随時モニタリングされている
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サプライチェーン保有・活動主体となる企業視点で、強靭化原則の実現・実⾏に向けた
チェックリストを定義し、今後深掘する
強靭化原則におけるチェック項⽬ (3/3)

⼈権・コンプライアンス
対応

環境規制への対応

カーボンフットプリントの
可視化・削減

• ⾃社における⼈権・コンプライアンスの対応ポリシーが定義され、ポリシーに基づき遵守すべき国際ルール・規範が明確になっている
• ⼈権・コンプライアンスを遵守する上で、対象となる⾃社活動・監査内容が定義されている
• ⼈権・コンプライアンスを遵守する上で、対象となる取引先企業と監査内容が定義されている
• 関連するルール・規制に関して、変更発⽣時に漏れなく・タイムリーに情報を取得できている
• ⾃社活動に関して、定期的もしくは規制変更時に、外部の第3者を⼊れた監査・遵守状況の確認を実施できている
• 取引先の順守状況に関して、定期的もしくは規制変更時に、主要サプライヤに対して監査を実施できている

• 事業活動を⾏う上で、遵守すべき環境規制・ルールと、その影響範囲が明確になっている
• 関連する規制・ルールに関して、変更発⽣時に漏れなく・タイムリーに情報を取得できている
• ⾃社活動に関して、定期的もしくは規制変更時に、もれなく監査・遵守状況の確認を実施できている
• 取引先の順守状況に関して、定期的もしくは規制変更時に、主要サプライヤに対して監査を実施できている

• クリーンでカーボンニュートラルなサプライチェーンを実現するために、⾃社として⽬指すビジョン・⽬標が定義されている
• ⾃社のカーボン排出量把握 (Scope1・Scope2) のため、取得すべきデータ・計算ロジックが定義されている
• 取引先のカーボン排出量把握 (Scope3) のため、取得すべきデータ・計算ロジックが定義されている
• ⾃社カーボン排出量に関して、データ取得・算出がされている
• 取引先のカーボン排出量に関して、主要サプライヤ・取引先から排出量データを取得できている

持続可能性 (Sustainability)




